
がい がい

（特別障がい者で、同居を常況としている配偶者を含む）

障 が い 者 控 除
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がい がい

特別障がい者を含む）１人につき

項　　目 内　　　　容

調 整 控 除

税源移譲に伴い、所得税と住民税の人的控除の差額により生じる負担増を調整するものです
（合計所得金額が2,500万円を超える場合は適用されません）。
　〈控除額〉
　①個人住民税の課税所得が200万円以下の場合
　　下記イ、ロのいずれか少ない額×5％（県民税2％、市町村民税3％（注1））
　　　イ・・・5万円と人的控除差額の合計額
　　　ロ・・・個人住民税の課税所得金額
　②個人住民税の課税所得が200万円超の場合
　　{5万円と人的控除差額の合計額－（課税所得金額－200万円）} ×5％（県民税2％、市町村民税3％（注1））
　　ただし、この額が2,500円未満の場合は、2,500円（県民税1,000円、市町村民税1,500円）
　（注1）指定都市在住者の場合　県民税1％、市民税4％

寄 附 金 税 額 控 除
（12ページ参照）

福岡県共同募金会、日本赤十字社福岡県支部、都道府県、市区町村及び所得税で控除される寄附
金のうち県・市町村が条例で定めたものに対する寄附金を支出した場合に一定の額が控除さ
れます。
　〈控除額〉
　①基本控除額
　　（寄附金額－２千円）×10％（県民税4％、市町村民税6％（注2））
　　ただし、寄附金額は総所得金額の30％が上限
　（注2）指定都市在住者の場合　県民税2％、市民税8％
　②特例控除額

地方団体に対する寄附金（ふるさと納税として総務大臣の指定を受けた団体に対する寄
附金）の場合、住民税の所得割額（調整控除後）の２割を上限として①に下記を加算

（寄附金額－２千円）× {90％－（0 ～ 45％（注3））×1.021}
　（注3）0 ～ 45％は、寄附者に適用された所得税の限界税率

所得税の税率は、課税所得に応じて決められています。
（平成27年分から、課税所得195万円以下は5％、195万円超330万円以下は10％…（略）…、
1,800万円超4,000万円以下は40％、4,000万円超は45％）
例えば、課税所得が300万円の場合の所得税の限界税率は10％です。

　「ふるさと納税ワンストップ特例制度」について
　平成27年4月1日以後に行われる寄附について「ふるさと納税ワンストップ特例制度」
が創設され、控除に必要な確定申告が不要になりました。
　適用を受けるためには、寄附先に手続きを行う必要があります。
　なお、寄附者が確定申告を行った場合又は5団体を超える地方団体に対して寄附を行っ
た場合は、適用されません。

配 当 控 除

株式の配当所得がある場合その金額に一定の率（県民税0.15％～ 1.2％、市町村民税0.2％
～ 1.6％（注4））を乗じた額を控除できます。
ただし、一部控除できない配当があります。

（注4）指定都市在住者の場合　県民税0.07％～ 0.56％、市民税0.28％～ 2.24％

外 国 税 額 控 除
外国で得た所得について、その国の所得税や住民税に相当する税金を課税された場合、一定の
方法により計算された金額が控除されます。

配当割額又は株式等
譲渡所得割額の控除

源泉徴収済みの配当所得及び株式等譲渡所得を申告した場合に、他の所得と合算して所得割を
課税するとともに、二重課税にならないように、配当割額・株式等譲渡所得割額を控除します。
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（県税）

　調整控除とは、税源移譲によって、所得税と住民税の税率構造を見直した結果、それぞれの人的控除の差により、所得税
　と住民税の合計額が増える分を減額することにより、税負担が変わらないようにするために設けられたものです。

　所得控除は、配偶者や扶養親族があるかどうかなど、納税者の実情に応じた税負担を求めるために所得金額から差し引
　くことになっているものです。

3  合計（均等割額＋所得割額）

令和7年度の住民税（県民税・市町村民税）を計算してみましょう。
納税者 : 正社員
配偶者 : 家庭内家事労働者（収入なし）
子 :２人（高校３年生、中学３年生）

6

1,500 1,000
3,000

前年（令和6年）の

77,300円
116,700円

194,000円

※上記と併せて森林環境税（国税）（年額1,000円）が課税されます。
【定額減税】令和６年分の合計所得金額が1,000万円超1,805万円以下で、控除対象配偶者を除く同一生計配偶者（納税者本人の合計

所得金額が1,000万円超かつ配偶者の合計所得金額が48万円以下の場合）を有する納税義務者につきましては、令和７年
度分の住民税から10,000円を上限として減税されます。
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（県税）

　調整控除とは、税源移譲によって、所得税と住民税の税率構造を見直した結果、それぞれの人的控除の差により、所得税
　と住民税の合計額が増える分を減額することにより、税負担が変わらないようにするために設けられたものです。

　所得控除は、配偶者や扶養親族があるかどうかなど、納税者の実情に応じた税負担を求めるために所得金額から差し引
　くことになっているものです。

3  合計（均等割額＋所得割額）

令和7年度の住民税（県民税・市町村民税）を計算してみましょう。
納税者 : 正社員
配偶者 : 家庭内家事労働者（収入なし）
子 :２人（高校３年生、中学３年生）

6

1,500 1,000
3,000

前年（令和6年）の

77,300円
116,700円

194,000円

※上記と併せて森林環境税（国税）（年額1,000円）が課税されます。
【定額減税】令和６年分の合計所得金額が1,000万円超1,805万円以下で、控除対象配偶者を除く同一生計配偶者（納税者本人の合計

所得金額が1,000万円超かつ配偶者の合計所得金額が48万円以下の場合）を有する納税義務者につきましては、令和７年
度分の住民税から10,000円を上限として減税されます。
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　公的年金受給者の方については、年金保険者（日本年金機構など）が住民税を年金から
引き落として（特別徴収）市町村へ直接納入することとなっています。

個人住民税の公的年金からの特別徴収制度

●徴収方法
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●納める人

●納める額

法人の区分
税率

平成26年10月１日以後
令和元年９月30日まで

に開始する事業年度

令和元年10月１日以後
に開始する事業年度

均等割

（※１）

１　イ　公共法人及び公益法人等

ロ　人格のない社団等

ハ　一般社団法人及び一般財団法人（いずれも非営利
型法人を除く）

ニ　資本金の額または出資金の額を有しない法人
（保険業法に規定する相互会社及びイからハまでに
掲げる法人を除く）

ホ　資本金等の額（※２）を有する法人で資本金等の
額が１千万円以下である法人

年額 21,000円

２　資本金等の額が１千万円を超え１億円以下である法人 年額 52,500円

３　資本金等の額が１億円を超え10億円以下である法人 年額136,500円

４　資本金等の額が10億円を超え50億円以下である法人 年額567,000円

５　資本金等の額が50億円を超える法人 年額840,000円

法人税割
法人税額×3.2％（4.0％）

（※３）
法人税額×1.0％（1.8％）

（※３）

（※１）平成20年４月１日以後に開始する事業年度分から森林環境税（県税）として標準税率に５％相当額が加算されてい
ます。（森林環境税については P.17をご覧ください。）

（※２）「資本金等の額」とは、法人税法第２条第16号に規定する資本金等の額又は令和２年改正前法人税法第２条第17号の２
に規定する連結個別資本金等の額（連結個別資本金等の額については、令和４年３月31日までに開始する事業年度に限
る。）です。なお、保険業法に規定する相互会社にあっては純資産額として政令で定めるところにより算定した金額です。
ただし、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から、「資本金等の額」は、無償増資、無償減資による欠損填補を行い
地方税法第23条第１項第４号の２の規定に該当する場合は、調整後の金額となります。また、この金額が「資本金の額及び
資本準備金の額の合算額」に満たない場合は、「資本金等の額」は「資本金の額及び資本準備金の額の合算額」となります。
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(※２) 通算法人の場合は、通算子法人の事業年度開始の日の属する通算親法人の事業年度が６か月を超え、かつ、
当該通算親法人事業年度開始の日以後６か月を経過した日において通算親法人との間に通算完全支配関係
がある法人

か

事業年度終了の日から２か月以内

６か月を経過した日から２か月以内事業年度が６か月を超える法人（※２）

残余財産の確定した日の属する事業年度（※１）

(※1) 通算法人の残余財産の確定の日が通算親法人の事業年度終了の日である場合、その事業年度終了の日から
２か月以内

（※３）法人税割の超過課税
昭和51年２月１日から令和９年１月31日までの間に終了する事業年度分について、法人税割の超過課税
を実施しています。

　　　 〈対象となる法人など〉
　　　①資本金の額または出資金の額が1億円を超える法人
　　　②保険業法に規定する相互会社
　　　③特定目的会社
　　　④法人税割の課税標準となる法人税額 ( ※ ) が年1,000万円を超える法人
　　　⑤法人課税信託の引受けを行うもの

〈超過税率〉
平成26年10月１日以後に開始する事業年度「法人税額×4.0%」
令和元年10月１日以後に開始する事業年度「法人税額×1.8%」

※２以上の都道府県に事務所または事業所を有する法人については、関係都道府県に分割する前の法人税額です。
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(※２) 通算法人の場合は、通算子法人の事業年度開始の日の属する通算親法人の事業年度が６か月を超え、かつ、
当該通算親法人事業年度開始の日以後６か月を経過した日において通算親法人との間に通算完全支配関係
がある法人

か

事業年度終了の日から２か月以内

６か月を経過した日から２か月以内事業年度が６か月を超える法人（※２）

残余財産の確定した日の属する事業年度（※１）

(※1) 通算法人の残余財産の確定の日が通算親法人の事業年度終了の日である場合、その事業年度終了の日から
２か月以内

16

FUKUOKA



森林環境税の使いみちに関するお問い合わせは、福岡県農林水産部林業振興課（TEL：092-643-3540）まで。

※森林環境税（国税）の創設について

　個人については上記の森林環境税（県税）とは別に、温室効果ガス排出削減目標の達成や災害防止等を図るための森
林整備等に必要な地方財源を安定的に確保する観点から、森林環境税（国税）が創設されました。令和６年度から、個人
住民税の納税義務者のうち県内に住所を有する者は、森林環境税（国税）を県民税及び市町村民税の均等割と併せて納
めることとなっています（税額については P.7の（注1）をご覧ください）。

詳しくは下記の林野庁ホームページをご覧ください。
https://www.rinya.maff.go.jp/j/keikaku/kankyouzei/kankyouzei_jouyozei.html

森林環境税（県税）
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